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序    文 

目的 

「化学物質の初期リスク評価書」は、独立行政法人 新エネルギー・産業技術総合開発機構から

委託された化学物質総合評価管理プログラムの一環である「化学物質のリスク評価及びリスク評

価手法の開発」プロジェクトの成果である。このプロジェクトは、「特定化学物質の環境への排出

量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律」 (化学物質排出把握管理促進法) の対象化学物質

を中心に有害性情報、排出量等の暴露情報など、リスク評価のための基礎データを収集・整備す

るとともに、これらを利用したリスク評価手法を開発し、評価するものである。 

「化学物質の初期リスク評価書」では、環境中の生物及びヒト健康に対する化学物質のリスク

についてスクリーニング評価を行い、その結果、環境中の生物あるいはヒト健康に悪影響を及ぼ

すことが示唆されると判断された場合は、その化学物質に対して更に詳細な調査、解析及び評価

等の必要とされる行動の提案を行うことを目的とする。 
 

初期リスク評価の対象 

化学物質排出把握管理促進法第一種指定化学物質のうち、生産量、環境への排出量及び有害性

情報などを基に選択した化学物質を初期リスク評価の対象とする。環境中の生物への影響につい

ては、有害性評価手法が国際的に整えられている水生生物を対象とする。ヒト健康への影響につ

いては、我が国の住民を対象とし、職業上の暴露は考慮しない。 
 
公表までの過程 

財団法人 化学物質評価研究機構及び独立行政法人 製品評価技術基盤機構が共同して評価書案

を作成し、有害性評価 (環境中の生物への影響及びヒト健康への影響) については外部の有識者に

よるレビューを受け、その後、経済産業省化学物質審議会管理部会・審査部会安全評価管理小委

員会の審議、承認を得ている。また、暴露評価及びリスク評価については独立行政法人 産業技術

総合研究所によるレビューを受けている。本評価書は、これらの過程を経て公表している。 

初期リスク評価書 Ver. 0.1 
 有害性評価 暴露評価 リスク評価 

 
 
なお、本評価書の作成に関する手法及び基準は「化学物質の初期リスク評価指針 Ver. 2.0」及び「作

成マニュアル Ver. 2.0」として、ホームページ (http://www.nite.go.jp/) にて公開されている。 

初期リスク評価書 Ver. 0.4  
(原案) 暴露評価 リスク評価 有害性評価 

初期リスク評価書 Ver. 1.0 
(公表版) 

経済産業省 委員会

審議・承認

暴露評価 

レビュー レビュー

有害性評価 リスク評価 
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要    約 

 

1-オクタノールは無色の液体であり、水溶解度は 300 mg/L (20℃) である。 

主な用途は、有機スズ系安定剤、可塑剤の合成原料であり、2002 年の国内供給量は約 3,000 ト

ンであった。2004 年度の PRTR データによると、1-オクタノールは 1 年間に全国合計で、大気へ

2.5 トン、公共用水域へ 38 kg 排出され、土壌への排出はないと推定される。主な排出経路は、電

気機械器具製造業や化学工業において使用する際の大気への排出であると考えられる。 

1-オクタノールは蒸気圧が 10.6 Pa (25℃)、ヘンリー定数が 2.48 Pa･m3/mol (25℃、測定値) であ

る。好気的条件では生分解されやすいことなどから、河川水等の環境水中に排出された場合、主

に生分解により水中から除去され、その他揮散により大気中に移動すると推定される。また、水

生生物に対する生物濃縮性は低いと推定される。 

 

1-オクタノールの環境中の濃度として、公共用水域 (河川、湖沼、海域) 中の濃度が測定されて

いる。大気、飲料水及び食物中の濃度は調査した範囲内では入手できなかった。2001 年度の河川

水中濃度の調査における最大値は 0.54μg/L であり、95 パーセンタイルは 0.17μg/L であった。 

一方、PRTR排出量データと数理モデルを用いて、大気中濃度及び河川水中濃度の推定を行った。

その結果、推定値の最大はそれぞれ 0.019μg/m3及び 5.2×10-3μg/Lであった。 

1-オクタノールの水生生物に対するリスク評価を行うための推定環境濃度 (EEC) として、河川

水中濃度の測定値と数理モデルによる河川水中濃度の推定値を比較し、より大きい値である測定

値の 95 パーセンタイルである 0.17μg/L を用いた。 

また、ヒトが 1-オクタノールに暴露する経路としては、呼吸による大気からの吸入暴露、飲料

水及び食物を摂取することによる経口暴露が主として考えられる。1-オクタノールの大気中濃度 

(0.019μg/m3:推定値)、飲料水中濃度の代用として河川水中濃度 (0.17μg/L:実測値)、魚体内濃度 

(0.74μg/kg:推定値) から、ヒトの体重 1 kgあたりの 1 日推定摂取量を 7.6×10-3μg/kg/日 (吸入経

路)、8.6×10-3μg/kg/日 (経口経路) と推定した。 

 

1-オクタノールの環境中の水生生物への有害性に関しては、3 つの栄養段階 (藻類・甲殻類・魚

類)のうち、甲殻類について急性及び長期毒性試験結果が得られており、藻類及び魚類については

急性毒性試験結果のみ得られている。長期毒性試験の最小値は、甲殻類であるオオミジンコの繁

殖を指標とした 21 日間 NOEC が 1.0 mg/L である。また、急性毒性試験の最小値は、魚類である 4

日齢のファットヘッドミノーの成長を指標とした 7 日間 NOEC の 0.75 mg/L であり、得られた水

生生物に対する毒性データのうち最小値である。この値と EEC 0.17μg/L を用いて暴露マージン 

(MOE) を算出した結果、MOE 4,400 はリスク評価に用いた毒性試験データに関する不確実係数積

1,000 より大きく、現時点では 1-オクタノールが環境中の水生生物に悪影響を及ぼすことはないと

判断する。 

 

1-オクタノールはヒトに対して主に吸入と経口の暴露経路からの摂取が推定されるが、ヒト健

康への影響のリスク評価に必要な無毒性量を判断するに適切な動物試験の報告は得られず、MOE

及び不確実係数積は求めない。 
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以上のことから、1-オクタノールは現時点では環境中の水生生物に対して悪影響を及ぼすこと

はないと判断する。 

オクタノールの実験動物に対する反復投与毒性に関して、吸入経路及び経口経路では、適切な

動物試験の報告は得られなかった。1-オクタノールの実験動物に対する反復投与毒性試験は 1 か

月間のマウスへの強制経口投与試験が報告されているが、毒性指標が不明で毒性を判断できない。

また、吸入暴露による反復投与毒性試験結果は報告されていない。 

生殖・発生毒性は、ラットへの経口投与試験で、1-オクタノールは母動物へ一般状態の変化は

みられたが、生殖への影響及び胎児の催奇形性はみられなかった。 

1-オクタノールの遺伝毒性については、in vivo では、評価できる結果は得られていない。in vitro

で陽性の結果があるが、データは限られており、遺伝毒性の有無については判断できない。また、

発がん性試験は、肺腫瘍発生の有無を調べたスクリーニング試験及びイニシエーター・プロモー

ター試験が存在するが、いずれも発がん性を評価するには不十分で、1-オクタノールの発がん性

は判断できない。IARC 等の国際機関では 1-オクタノールの発がん性を現時点で評価していない。 

ヒト健康に対するリスク評価を行うのに適切な毒性試験報告が得られなかったため、リスク評

価を行うことができなかった。今後、反復投与毒性試験報告等の慢性影響に関する知見が得られ

た時点で、再度リスク評価を行うことが望ましい。 
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1．化学物質の同定情報 

1.1 物質名 : 1-オクタノール 

1.2 化学物質審査規制法官報公示整理番号 : 2-217 

1.3 化学物質排出把握管理促進法政令号番号 : 1-58 

1.4 CAS登録番号 : 111-87-5  

1.5 構造式  
H3C (CH2)7 OH

 

1.6 分子式 : C8H18O 

1.7 分子量 : 130.23 
 

 

2．一般情報 

2.1 別 名 
n-オクチルアルコール 

 

2.2 純 度 

99.5%以上 (一般的な製品)   (化学物質評価研究機構, 2002) 
  

2.3 不純物 

2-オクタノール (一般的な製品)   (化学物質評価研究機構, 2002) 
 

2.4 添加剤または安定剤 

無添加 (一般的な製品)    (化学物質評価研究機構, 2002) 
 

2.5 現在の我が国における法規制 
化学物質排出把握管理促進法：第一種指定化学物質 

消防法：危険物第四類第三石油類 

海洋汚染防止法：有害液体物質 Y 類 (オクチルアルコール) 

船舶安全法：有害性物質 

 

 

3．物理化学的性状 

外 観：無色液体         (IPCS, 2002) 

融 点：-17～-16℃          (Merck, 2001) 

沸 点：194～195℃          (Merck, 2001) 

引 火 点：81℃ (密閉式)        (IPCS, 2002 ; NFPA, 2002) 

発 火 点：253℃           (IPCS, 2002 ; NFPA, 2002) 
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爆 発 限 界：0.2～30 vol % (空気中)         (IPCS, 2002 ; NFPA, 2002) 

比   重：0.827 (20℃/4℃)          (Merck, 2001) 

蒸 気 密 度：4.49 (空気 = 1、計算値) 

蒸 気 圧：10.6 Pa (25℃)                                   (Howard and Meylan, 1991) 
 220 Pa (60℃)、5.1 kPa (113℃)                (Verschueren, 2001) 

分 配 係 数：ｵｸﾀﾉｰﾙ/水分配係数log Kow = 3.00 (測定値)、2.81 (推定値) (SRC:KowWin, 2006) 

解 離 定 数：解離基なし 

スペクトル：主要マススペクトルフラグメント 

m/z 41 (基準ピーク= 1.0)、70 (0.53)、84 (0.43)    (NIST, 1998) 

吸 脱 着 性：土壌吸着係数 Koc = 28 (推定値)              (SRC:PcKocWin, 2006) 

溶 解 性：水：300 mg/L (20℃)               (Gangolli, 1999; Verschueren, 2001) 

         540 mg/L (25℃)                             (Howard and Meylan, 1991) 

アルコール、クロロホルム：混和       (Merck, 2001) 

ﾍ ﾝ ﾘ ｰ定 数：2.48 Pa･m3/mol (2.45×10-5 atm･m3/mol) (25℃、測定値) (SRC:HenryWin, 2006) 

換 算 係 数：(気相、20℃) 1 ppm = 5.42 mg/m3、1 mg/m3 = 0.185 ppm (計算値) 
 

 

4．発生源情報 

4.1 製造・輸入量等 

1-オクタノールの 2000 年から 2002 年まで 3 年間の製造量、輸入量等を表 4-1 に示す (製品評価

技術基盤機構, 2004)。2003 年、2004 年の情報は得られていない。 

 

表 4-1 1-オクタノールの製造・輸入量等 (トン) 
年 2000 2001 2002 

製造量 500 500 500 
輸入量 2,500 2,500 2,500 
輸出量 0 0 0 
国内供給量1) 3,000 3,000 3,000 

(製品評価技術基盤機構, 2004) 
1) 国内供給量＝製造量＋輸入量－輸出量とした。 

 

 

4.2 用途情報 

1-オクタノールの用途及びその使用割合を表 4-2 に示す (製品評価技術基盤機構, 2004)。 

1-オクタノールは主に有機スズ系安定剤、可塑剤であるジ-n-オクチルフタラート (DnOP)、ロー

ズ・ジャスミン系香料の合成原料として使用されている。 
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表 4-2 1-オクタノールの用途別使用量の割合 

用途 
割合 
(%) 

安定剤 (有機スズ系) 50 

可塑剤 (ジ-n-オクチルフタラート 
(DnOP)) 

35 合成原料 

香料 (ローズ・ジャスミン系香料) 15 

合計 100 

(製品評価技術基盤機構, 2004) 

 

 

また、上記合成原料以外に、界面活性剤の合成原料、化粧品及び有機合成反応の溶剤に使用さ

れている (経済産業省・環境省, 2006a)。 

 

4.3 排出源情報 

4.3.1 化学物質排出把握管理促進法に基づく排出源 

化学物質排出把握管理促進法に基づく「平成 16 年度届出排出量及び移動量並びに届出外排出量

の集計結果」(経済産業省・環境省, 2006a) (以下、2004 年度 PRTR データ) によると、1-オクタノ

ールは 1 年間に全国合計で届出事業者から大気へ 2.4 トン、公共用水域へ 37 kg 排出され、廃棄物

として 60 トン、下水道に 9 kg 移動している。なお、土壌への排出はない。また届出外排出量と

しては対象業種の届出外事業者から大気へ 69 kg、公共用水域へ 1 kg の排出量が推計されている。

なお、非対象業種、家庭、移動体からの排出量は推計されていない。 

 

a. 届出対象業種からの排出量と移動量 

2004 年度 PRTR データに基づき、1-オクタノールの届出対象業種別の排出量と移動量を表 4-3

に示す (経済産業省・環境省, 2006a,b)。 

届出対象業種からの 1-オクタノールの排出量のうち、ほとんどは電気機械器具製造業及び化学

工業からの大気への排出である。また、化学工業においては、環境への排出量より、むしろ廃棄

物としての移動量のほうが多い。 

 

表 4-3 1-オクタノールの届出対象業種別の排出量及び移動量 (2004 年度実績) (トン/年) 

届出 届出外 
届出と届出外の 

排出量合計 
排出量 移動量 業種名 

大気 
公共用

水域 
土壌 廃棄物 下水道 

排出量

(推計) 
排出計1) 割合 

(%) 

電気機械器具 
製造業 

1.4 0 0 0.052 0 － 1.4 56 

化学工業 1.0 0.024 0 60 0.009 0.038 1.1 42 

飲料・たばこ・ 
飼料製造業 

0.010 0.013 0 0 0 － 0.023 1 
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届出 届出外 
届出と届出外の 

排出量合計 
排出量 移動量 業種名 

大気 
公共用

水域 
土壌 廃棄物 下水道 

排出量

(推計) 
排出計1) 割合 

(%) 

高等教育機関 － － － － － 0.022 0.022 1 

自然科学研究所 － － － － － 0.011 0.011 0 

倉庫業 0 0 0 0.001 0 － 0 0 

合計1) 2.4 0.037 0 60 0.009 0.070 2.5 100 

(経済産業省・環境省, 2006a,b) 
1) 四捨五入のため、表記上、合計があっていない場合がある。 
－: 届出なしまたは推計されていない。 

 

 

4.3.2 その他の排出源 

2004 年度 PRTR データで推計対象としている以外の 1-オクタノールの排出源に関する情報につ

いては、調査した範囲では得られていない。 

 

4.4 環境媒体別排出量の推定 

各排出源における 1-オクタノールの環境媒体別排出量を表 4-4 に示す (製品評価技術基盤機構, 

2007)。 

その際、2004 年度 PRTR データに基づく届出対象業種の届出外事業者からの排出量については、

届出データにおける業種ごとの大気、公共用水域、土壌への排出割合を用いて、その環境媒体別

の排出量を推定した。 

以上のことから、1-オクタノールは、1 年間に全国で、大気へ 2.5 トン、公共用水域へ 38 kg 排

出されると推定した。 

ただし、廃棄物としての移動量及び下水道への移動量については、各処理施設における処理後

の環境への排出を考慮していない。 

 

表 4-4 1-オクタノールの環境媒体別排出量 (2004 年度実績) (トン/年) 
排出区分 大気 公共用水域 土壌 

対象業種届出 2.4 0.037 0 
対象業種届出外1) 0.069 0.001 0 

合計 2.5 0.038 0 
(製品評価技術基盤機構, 2007)  
1) 大気、公共用水域、土壌への排出量は、業種ごとの届出排出量の排出割合と同じと

仮定し、推定した。 

 

 

また、公共用水域へ排出される届出排出量 37 kg は、すべて河川への排出であった (経済産業省, 

2006)。届出以外の公共用水域への排出についてすべて河川への排出と仮定すると、河川への排出

量は 38 kg となる。 
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4.5 排出シナリオ 

2002 年における 1-オクタノールの製造量 (表 4-1) 及びその製造段階における排出原単位 (日

本化学工業協会, 2005) から、1-オクタノールの製造段階での排出量は 10 kg と推定できる (製品

評価技術基盤機構, 2007)。 

また、1-オクタノールの使用段階での排出については、合成原料として使用されているという

用途情報及び 2004 年度 PRTR データ等から判断して、その多くは、電気機械器具製造業や化学工

業において使用する際の大気への排出と考えられる。 

 

 

5．環境中運命 

5.1 大気中での安定性 

a. OH ラジカルとの反応性 

対流圏大気中では、1-オクタノールとOHラジカルとの反応速度定数は 1.30×10-11 cm3/分子/秒 

(25℃、推定値) である (SRC:AopWin, 2006)。OHラジカル濃度を 5×105～1×106 分子/cm3とした時

の半減期は 0.6～1 日と計算される。 

 

b. オゾンとの反応性 

調査した範囲内では、1-オクタノールとオゾンとの反応性に関する報告は得られていない。 

 

c. 硝酸ラジカルとの反応性 

調査した範囲内では、1-オクタノールと硝酸ラジカルとの反応性に関する報告は得られていな

い。 

 

d.  直接光分解性 

対流圏大気中では、1-オクタノールは 290 nm以上の光を吸収しないので直接光分解しないと推

定される (U.S. NLM:HSDB, 2006)。 

 

5.2 水中での安定性 

5.2.1 非生物的分解性 

1-オクタノールには、加水分解を受けやすい化学結合はないので、水環境中では加水分解され

ない (U.S. NLM:HSDB, 2006)。 

 

5.2.2 生分解性 

1-オクタノールは、化学物質審査規制法に基づく好気的生分解性試験では、被験物質濃度 100 

mg/L、活性汚泥濃度 30 mg/L、試験期間 4 週間の条件において、生物化学的酸素消費量 (BOD) 測

定での分解率は 89%であり、良分解性と判定されている。なお、全有機炭素 (TOC) 測定での分解

率は 99%、ガスクロマトグラフ (GC) 測定での分解率は 100%であった (経済産業省, 2004)。 

汚泥を用いた好気的生分解性試験では、1-オクタノールは、濃度 500 mg/Lの場合、試験期間 5 日
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間のBOD 測定での分解率は 62%であった (Wagner, 1974)。また、別の好気的生分解性試験でも、

1-オクタノールは、試験期間 5 日間のBOD 測定での分解率 (BOD5) は、33%及び 37%であった (Dore 

et al., 1975 ; Heukelekian and Rand, 1955)。 

消化汚泥を用いた嫌気的生分解性試験では、1-オクタノールは、50 mg炭素/L (換算値 68 mg/L) の

場合、試験期間 56 日間のメタン発生量測定での分解率は 75%以上であった (Shelton and Tiedje, 

1984)。 

以上のことから、1-オクタノールは好気的条件下で生分解され、嫌気的条件下でも徐々に生分

解されると推定される。 

 

5.2.3 下水処理による除去 

調査した範囲内では、1-オクタノールの下水処理による除去に関する報告は得られていない。 

 

5.3 環境中分布推定 

1-オクタノールが、大気、水域または土壌のいずれかに定常的に排出されて定常状態に到達し

た状態、すなわち、大気、水域、土壌及び底質間の移動、系外への移動・分解などによる減少が

釣り合った後に残存している 1-オクタノールの環境中での分布をフガシティモデル・レベルIII 

(Mackay et al., 1992) により推定した (表 5-1)。なお、環境への排出は、大気、水域及び土壌の各々

に個別に排出される 3 つのシナリオを設定した (化学物質評価研究機構, 2001)。 

1-オクタノールが大気に排出された場合は大気に約 6 割、水域に約 3 割、土壌に約 1 割分布し、

水域に排出された場合は主に水域に分布し、また、土壌に排出された場合は主に土壌に分布する

ものと推定される。 

 

表5-1 1-オクタノールのフガシティモデル・レベルIIIによる環境中分布推定結果 
分布 (%) 

シナリオ 
大気 水域 土壌 底質 

シナリオ 1 
(大気中に 100%排出) 

61.4 27.8 10.4 0.4 

シナリオ 2 
(水域中に 100%排出) 

0.6 97.9 0.1 1.4 

シナリオ 3 
(土壌中に 100%排出) 

0.0 0.6 99.4 0.0 

(化学物質評価研究機構, 2001) 

 

 

5.4 環境水中での動態 

1-オクタノールは、蒸気圧が 10.6 Pa (25℃)、水に対する溶解度が 540 mg/L (25℃) であり、ヘン

リー定数が 2.48 Pa･m3/mol (25℃) である (3 章参照)。ヘンリー定数を基にした水中から大気中への

1-オクタノールの揮散性に関する報告があり、水深 1 m、流速 1 m/秒、風速 3 m/秒のモデル河川

での半減期は 1.8 日と推算されている (Lyman et al., 1990)。1-オクタノールの土壌吸着係数 (Koc) の

値は 28 (3 章参照) であるので、水中の懸濁物質及び底質には吸着され難いと推定される。 

以上のこと及び 5.2 の結果より、環境水中に 1-オクタノールが排出された場合は、主に生分解
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により水中から除去され、その他、揮散により大気中に移動すると推定される。 

 

5.5 生物濃縮性 

調査した範囲内では、1-オクタノールの生物濃縮係数 (BCF) の測定値に関する報告は得られて

いない。しかし、1-オクタノールのBCFはオクタノール/水分配係数 (log Kow) の値 3.00 (3 章参照) か

ら 41 と計算され (SRC: BcfWin, 2006)、水生生物への濃縮性は低いと推定される。 

 

 

6．暴露評価 

この章では、大気、公共用水域、飲料水、食物中濃度の測定データの収集、整理と、PRTR 排

出量データから大気、河川水中濃度の推定を行い、水生生物のリスク評価を行うための推定環境

濃度 (EEC) と、ヒト健康のリスク評価を行うための吸入経路及び経口経路の推定摂取量を決定す

る。 

 

6.1 環境中濃度 

6.1.1 環境中濃度の測定結果 

ここでは、環境中濃度の測定報告について調査を行い、その結果について概要を示す。また得

られた報告を基に、暴露評価に用いる濃度の採用候補を選定する。 

 

a. 大気中の濃度 

1-オクタノールの大気中濃度に関する報告は、調査した範囲内では得られていない。 

 

b. 公共用水域中の濃度 

1-オクタノールの公共用水域中濃度として、次のような報告結果が得られた。 

1-オクタノールの公共用水域中濃度として、環境省による 2002 年度の化学物質環境調査結果を

表 6-1 に示す (環境省, 2003)。この調査は一般環境中における残留状況を把握するために行ってい

る。2002 年度における海域での測定値の 95 パーセンタイルは 0.018μg/L であった。なお、河川

では 1 地点 3 検体、湖沼では 2 地点 6 検体の測定のみで不検出であった。 

 

表 6-1 1-オクタノールの公共用水域中の濃度 (1) 
調査

年度 
水域 

検出地点数 
/調査地点数 

検出数 
/検体数 

検出範囲 
(μg/L) 

95 ﾊﾟｰｾﾝﾀｲﾙ

(μg/L) 
検出限界 
(μg/L) 

河川 0/1 0/3 nd  0.002 
湖沼 0/2 0/6 nd  0.002 2002 
海域 8/14 24/42 nd-0.046 0.018  0.0007-0.002 

(環境省, 2003) 
nd : 不検出 
不検出検体は検出限界の 1/2 の値として 95 パーセンタイルを算出 
文献中の調査地点名で「～河口」と記されているものは一律「海域」に分類した 
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また、1-オクタノールの公共用水域中の濃度として、環境省による 2001 年度の水環境中の要調

査項目存在状況調査結果を表 6-2 に示す (環境省, 2002)。この調査は、環境省が水環境中で一定の

検出率を超えて検出されている物質、水環境を経由して人の健康や生態系に有害な影響を与

える可能性がある物質等を要調査項目に選定し、その水環境中の存在状況を全国的に調査した

ものである。この調査について、2001 年度における河川での測定値の 95 パーセンタイルを求め

ると 0.17μg/L となる。 

 

表 6-2  1-オクタノールの公共用水域中の濃度 (2) 
調査
年度 水域 検出地点数 

/調査地点数 
検出数 
/検体数 

検出範囲 
(μg/L) 

95 ﾊﾟｰｾﾝﾀｲﾙ 
(μg/L) 

検出限界 
(μg/L) 

河川 44/44 44/44 0.004-0.54 0.17 0.002 
湖沼 3/3 3/3 0.011-0.030  0.002 2001 
海域 2/3 2/3 nd-0.007  0.002 

(環境省, 2002) 
nd : 不検出 
不検出検体は検出限界の 1/2 の値として 95 パーセンタイルを算出 

 

 

以上の報告より、暴露評価に用いる河川水中濃度における測定結果の採用候補は、検出地点及

び検出数が多い環境省の 2001 年度の測定結果より算出した 95 パーセンタイルの 0.17μg/L とし

た。また、海域中濃度における測定結果の採用候補は、調査年度が新しく測定地点も多いことか

ら、環境省の 2002 年度の測定結果より算出した 95 パーセンタイルの 0.018μg/L とした。 

 

c. 飲料水中の濃度 

1-オクタノールの水道水中濃度及び地下水中濃度に関する報告は調査した範囲内では得られて

いない。 

 

d. 食物中の濃度 

1-オクタノールの食物中濃度及び魚体内濃度に関する報告は調査した範囲内では得られていな

い。 

 

6.1.2 環境中濃度の推定 

ここでは、数理モデルを用いて大気及び河川の濃度推定を行う。 

また食物に関する利用可能な測定結果が得られなかったため、魚体内濃度の推定も行う。 

 

a. 大気中濃度の推定 

1-オクタノールの2004年度PRTR排出量データと広域大気拡散モデルAIST-ADMER Ver. 1.5 (産

業技術総合研究所, 2006; 東野ら, 2003) を用いて、全国11地域 (北海道、東北、北陸、関東、中部、

東海、近畿、中国、四国、九州、沖縄) の大気中濃度を推定した。 

 

大気への排出量分布の推定 
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届出データについては、事業所所在地を排出地点とし、排出地点が特定できない推計値 (対象

業種届出外からの排出) については、各種統計データを利用し、メッシュデータによる排出量分

布の推定を行った (製品評価技術基盤機構, 2007)。 

以下に排出量分布の推定に利用した主なデータを示す。 

 
届出外排出量 : 事業所数及び従業員数 (統計情報研究開発センター, 2004a) 
  業種別製品出荷額 (経済産業調査会, 2004) 

 

 

計算条件  

1-オクタノールは、大気環境中ではガス状で存在すると考えられ (U.S. NLM:HSDB, 2006)、以

下のように計算条件を設定した。 

 

数理モデル   : AIST-ADMER Ver.1.5 

計算対象地域  : 全国 (11地域) 5 km× 5 kmメッシュ 

年間排出量  : 2.5トン (4. 参照) 

計算対象期間  : 1年 

気象データ  : アメダス気象年報 2004 (気象業務支援センター, 2006) 

パラメータ  : 雨による洗浄比1)   1.0×103

大気中での分解係数2)  6.5×10-6 (1/s) 

大気からの乾性沈着速度3) 0 (m/s) 

バックグラウンド濃度3) 0 (μg/m3) 

 

推定結果 

各地域での推定値を表6-3に示す(製品評価技術基盤機構, 2007)。全国の年平均の最大値は、東北

地域における0.019μg/m3であった。 

 

表 6-3 1-オクタノールの年平均大気中濃度推定結果 

計算対象地域 最小 
(μg/m3) 

最大 
(μg/m3) 

北海道 ＜10-9 4.4×10-6

東北 2.0×10-9 0.019 
北陸 2.0×10-9 3.2×10-6

関東 2.5×10-8 1.5×10-3

中部 1.4×10-8 8.3×10-5

東海 5.0×01-8 2.4×10-3

近畿 5.5×10-8 4.4×10-3

中国 ＜10-9 2.1×10-3

                                                        
1) (雨による洗浄比) ＝ 気体定数:8.314 (Pa・m3/(mol・K))×絶対温度:298 (K) ÷ヘンリー定数:2.48 (Pa・m3 /mol) 

         ＝ 1.0×103    (ヘンリー定数は 3. 参照)  
2) (大気中での分解係数) ＝ OHラジカルとの反応速度定数:1.30×10-11 (cm3/分子/s) × OHラジカル濃度:5×105 (分子/cm3) 
            ＝ 6.5×10-6 (1/s)    (反応速度定数及び濃度は 5.1 参照) 
3) 乾性沈着速度及びバックグラウンド濃度に関する情報が得られなかったので 0 とした 
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計算対象地域 最小 
(μg/m3) 

最大 
(μg/m3) 

四国 2.3×10-9 3.1×10-5

九州 ＜10-9 3.6×10-3

沖縄 ＜10-9 9.0×10-7

(製品評価技術基盤機構, 2007) 
10-9μg/m3未満の推定結果はすべて「＜10-9」と表記した 

 

 

b. 河川水中濃度の推定 

1-オクタノールの2004年度PRTRデータ (届出及び届出外排出量) から推定した全国における公

共用水域への排出量38 kg/年は全て河川への排出であった。そのうち、関東地域における河川への

排出量は23 kg/年であった。 

関東地域における河川への排出割合が 62 %を占めるため、全国を代表できると考え、河川中化

学物質濃度分布予測モデル IRM1 (化学物質評価研究機構, 2002,2003) を用いて、利根川水系、荒

川水系及び多摩川水系について濃度を推定した。 

 

河川への排出量分布の推定 

大気と同様の方法により、メッシュデータによる排出量分布の推定を行った。 

 

計算条件 

数理モデル : IRM1 

計算対象地域 : 関東 3 水系 (利根川、荒川、多摩川) 1 km×1 km メッシュ 

計算対象期間 : 1年 

流量データ : 平成 12 年度流量年表 (国土交通省, 2002)  

アメダス気象年報 2000 (気象業務支援センター, 2002) 等から作成 

パラメータ : ヘンリー定数   2.48 (Pa･m3/mol)(3.参照) 

生物分解速度定数1)  5.4×10-7 (1/s) 

分配係数 (付着藻類吸着態)2) 48 (-) 

分配係数 (懸濁物吸着態)3)  120 (cm3/g) 

分配係数 (底泥吸着態)4)  62 (cm3/g) 

吸着速度定数5)  10-6 (1/s) 

 

推定結果 

推定の結果、1-オクタノールの河川の利水目的類型AA～Cの水質基準点での河川水中濃度の最

大値は、利根川水系で 5.2×10-3μg/L、荒川水系で 1.1×10-4μg/L、多摩川水系で 1.4×10-5μg/Lで

                                                        
1) (生物分解速度定数) ＝ loge2 ÷良分解性(5 参照)であることから 360 時間と仮定 ＝ 5.35×10-7

＝ 5.4×10-7 (1/s) 
2) 分配係数 (付着藻類吸着態) ＝ 10(logKow – 1.32) ＝ 48       logKow ＝ 3.00 (3.参照)  
3) 分配係数 (懸濁物吸着態) ＝ 0.2×10(logKow – 0.21) ＝ 120 (cm3/g)  
 
4) 分配係数 (底泥吸着態) ＝ 0.1×10(logKow – 0.21) ＝ 62 (cm3/g)  
5) 吸着速度定数は 10-6と仮定した 
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あった (製品評価技術基盤機構, 2007)。 

 

c. 魚体内濃度の推定 

1-オクタノールの魚体内濃度は、海域に生息する魚の体内に濃縮されると仮定し、海域中濃度

と生物濃縮係数 (BCF) を乗じて魚体内濃度を推定する。 

海域中濃度は環境省の 2002 年度の測定結果を用い (6.1.1 b 参照)、同調査における 95 パーセン

タイルの 0.018μg/L を 1-オクタノールの海域中濃度とした。 

 

計算条件及び推定結果 

海域中濃度 : 0.018 (μg/L) 

生物濃縮係数 : 41 (L/kg) (5.5 参照) 

魚体内濃度 : 0.018 (μg/L) × 41 (L/kg) ＝ 0.74 (μg/kg) 

 

魚体内濃度の推定結果は 0.74μg/kg であった。 

 

6.2 水生生物生息環境における推定環境濃度 

水生生物が生息するEECを河川水中濃度の測定結果と河川水中濃度の推定結果から決定する。

EECは、測定結果の採用候補 0.17μg/Lと推定結果 5.2×10-3μg/Lを比較し、より大きい値である

0.17μg/Lとした (6.1.1 b 、6.1.2 b 参照)。 

 

6.3 ヒトへの暴露シナリオ 

6.3.1 環境経由の暴露 

1-オクタノールの環境経由のヒトへの暴露経路は、呼吸による吸入暴露と飲料水及び食物から

の経口暴露が主として考えられる。食物中の濃度に関する測定結果は得られていないため、ここ

では食物として魚類のみを考慮する。 

 

6.3.2 消費者製品経由の暴露 

入手した用途情報からは、香料及び化粧品の合成原料に使用されているとの情報がある (4.2 参

照) が、どの様な形態で使用されているか不明のため、本評価書においては考慮しない。 

 

6.4 ヒトの推定摂取量 

本評価書において各経路からの摂取量を推定する際、成人の大気吸入量を 20 m3/人/日、飲料水

摂水量を 2 L/人/日、魚類の摂食量を 120 g/人/日とした。 

推定摂取量の算出は、以下の仮定に従って求めた。 

大気からの摂取量推定に採用する大気中濃度は測定結果の採用候補が得られていないため、大

気中濃度の推定結果から最大値 0.019μg/ m3を用いた (6.1.1 a 、6.1.2 a 参照)。 

飲料水からの摂取量推定に採用する飲料水中濃度は、飲料水に関する測定結果が入手できなか

ったため河川水中濃度で代用する。ここでは河川水中濃度の測定結果から、飲料水中濃度を 0.17

μg/L とした (6.1.1 c、6.2 参照)。 
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魚類からの摂取量推定に採用する魚体内濃度は、魚体内濃度の推定結果から 0.74μg/kg とした 

(6.1.2 c 参照)。 

これらの仮定のもとに推定したヒトでの摂取量は、以下のとおりである。 

 

大気からの摂取量：0.019 (μg/m3) × 20 (m3/人/日) ＝ 0.38 (μg/人/日)  

飲料水からの摂取量：0.17 (μg /L) × 2 (L/人/日) ＝ 0.34 (μg/人/日) 

魚類からの摂取量：0.74 (μg/kg) × 0.12 (kg/人/日) ＝ 0.089 (μg/人/日) 

 

成人の体重を平均 50 kg と仮定して、体重 1kg あたりの摂取量を求めると次のようになる。 

吸入摂取量：0.38 (μg/人/日) / 50 (kg/人) ＝ 7.6×10-3 (μg/kg/日) 

経口摂取量：(0.34 + 0.089) (μg/人/日) / 50 (kg/人) ＝ 8.6×10-3 (μg/kg/日) 

合計摂取量：7.6×10-3 (μg/kg/日) + 8.6×10-3 (μg/kg/日) ＝ 0.016 (μg/kg/日) 

 

 

7．環境中の生物への影響 

7.1 水生生物に対する影響 

7.1.1 微生物に対する毒性 

1-オクタノールの微生物に対する毒性試験結果を表 7-1 に示す。 

細菌や原生動物での試験について報告されており、毒性の最小値は、細菌では活性汚泥の呼吸

阻害を指標とする 3 時間EC50の 350 mg/L (Tang et al., 1990)、原生動物では繊毛虫類 (Tetrahymena 

pyriformis) 増殖阻害を指標とした 46 時間EC50 の 9.3 mg/Lであった (Larsen et al., 1997)。 

 

表 7-1 1-オクタノールの微生物に対する毒性試験結果 
生物種 温度 

(℃) 
エンドポイント 濃度 

(mg /L) 
文献 

細菌
Pseudomonas putida
(ｼｭｰﾄﾞﾓﾅｽ) 

25 16 時間毒性閾値1) 増殖阻害 > 50 
(n) 

Bringmann & 
Kuhn, 
1976, 1977 

活性汚泥 ND 3 時間EC50 呼吸阻害 350 Tang et al., 1990 
原生動物

Entosiphon sulcatum
(鞭毛虫類) 

25 72 時間毒性閾値2) 増殖阻害 44 
(n) 

Bringmann, 
1978 

Uronema parduczi 
(繊毛虫類) 

25 20 時間毒性閾値2) 増殖阻害 23 
(n) 

Bringmann & 
Kuhn, 1980 

Chilomonas 
paramaecium 
(鞭毛虫類) 

20 48 時間毒性閾値2) 増殖阻害 > 20 
(n) 

Bringmann et al., 
1980 

Tetrahymena 
pyriformis 
(繊毛虫類) 

28 46 時間EC50 増殖阻害 9.3 
(n) 

Larsen et al., 1997

ND: データなし、(n): 設定濃度 
1) 対照区と比較して 3％の影響を与える濃度 (EC3)、2) 対照区と比較して 5％の影響を与える濃度 (EC5) 

 

 

 12



7.1.2 藻類に対する毒性 

1-オクタノールの藻類に対する毒性試験結果を表 7-2 に示す。 

淡水緑藻のセネデスムスを用いた生長阻害試験について報告されており、バイオマス及び生長

速度によって算出された 48 時間EC50はそれぞれ 6.5 mg/L、14 mg/L、48 時間EC10はそれぞれ 2.8 

mg/L、4.2 mg/Lであった (Kuhn and Pattard, 1990)。 

なお、セネデスムス及び藍藻のミクロシスティスを用いた 8 日間毒性閾値 (EC3) がそれぞれ 6.3 

mg/L、1.9 mg/Lであった (Bringmann and Kuhn, 1977,1978) との報告があるが、通常の生長阻害試

験のエンドポイントではないため、有害性評価には用いない。 

調査した範囲内では、海産種に関する試験報告は得られていない。 

 

表 7-2 1-オクタノールの藻類に対する毒性試験結果 
生物種 試験 

方式 
温度 
(℃) 

エンドポイント 濃度 
(mg/L) 

文献 

淡水 
Scenedesmus 
subspicatus1)

(緑藻、ｾﾈﾃﾞｽﾑｽ) 

DIN2)

38412-9 
止水 

24  
48 時間EC10 

48 時間EC50 

48 時間EC10 

48 時間EC50

生長阻害 
ﾊﾞｲｵﾏｽ 
ﾊﾞｲｵﾏｽ 
生長速度 
生長速度 

 
2.8 
6.5 
4.2 
14 
(n) 

Kuhn & 
Pattard, 1990 

Scenedesmus 
quadricauda 
(緑藻、ｾﾈﾃﾞｽﾑｽ) 

止水 27 8 日間毒性閾値3) 生長阻害 6.3 
(n) 

Bringmann & 
Kuhn, 1977, 
1978 

Microcystis 
aeruginosa 
(藍藻、ﾐｸﾛｼｽﾃｨ

ｽ) 

止水 27 8 日間毒性閾値3) 生長阻害 1.9 
(n) 

Bringmann & 
Kuhn, 1978 

ND: データなし、(n): 設定濃度 
1)  現学名: Desmodesmus subspicatus、2) ドイツ規格協会 (Deutsches Institut fur Normung) テストガイドラ

イン、3) 対照区と比較して 3％の影響を与える濃度 (EC3) 
 太字はリスク評価に用いたデータを示す。 

 

 

7.1.3 無脊椎動物に対する毒性 

1-オクタノールの無脊椎動物に対する毒性試験結果を表 7-3 に示す。 

甲殻類の急性毒性ついて、淡水種ではミジンコ類に関する報告があり、オオミジンコに対する

24 時間EC50 (遊泳阻害) は 26 mg/L及び 20 mg/L、ネコゼミジンコ属の一種 (Ceriodaphnia dubia) に

対する 48 時間EC50 (遊泳阻害) は 4.2 mg/Lであった (Bringmann and Kuhn, 1982; Kuhn et al., 1989; 

Rose et al., 1998)。海産種ではブラインシュリンプ及びソコミジンコに関する報告があり、ブライ

ンシュリンプに対する 24 時間LC50は 58.9 mg/L、ソコミジンコ目の一種 (Nitocra spinipe) に対す

る 96 時間LC50は 58 mg/Lであった (Linden et al., 1979; Toussaint et al., 1995)。 

長期毒性について、オオミジンコの繁殖を指標とした 21 日間 NOEC は 1.0 mg/L であった (Kuhn 

et al., 1989)。 

 

 

 13



 

表 7-3 1-オクタノールの無脊椎動物に対する毒性試験結果 
生物種 大きさ/ 

成長段階

試験法/ 
方式 

温度

(℃)
硬度 

(mg CaCO3/L)
pH エンドポイント 濃度 

(mg/L) 
文献 

淡水 
DIN1)

38412-2 
止水 

25 ND 7.0 24 時間EC50

遊泳阻害 
26 
(n) 

Kuhn et  
al., 1989 

止水 20 ND 8.0 24 時間EC50

遊泳阻害 
20 
(n) 

Bringmann 
& Kuhn, 
1982 

Daphnia magna 
(甲殻類、ｵｵﾐｼﾞ

ﾝｺ) 
 

生後 
24 時間 
以内 

UBA2)

半止水 
閉鎖系 

25 ND 8.0±
0.2

21 日間 NOEC 
繁殖 

1.0 
(m) 

Kuhn et 
al., 1989 

Ceriodaphnia 
dubia 
(甲殻類、ﾈｺｾﾞｵ

ｵﾐｼﾞﾝｺ属の一

種) 

ND U.S. 
EPA 

半止水 
閉鎖系 

ND 65.2 7.7 48 時間EC50

遊泳阻害 
4.2 

(m) 3)
Rose et al., 
1998 

海水 
Artemia salina 
(甲殻類、ﾌﾞﾗｲﾝ

ｼｭﾘﾝﾌﾟ) 

ふ化幼生 止水 25 塩分濃度: 
35‰ 

8 24 時間LC50 58.9 
(m) 

Toussaint et 
al., 1995 

Nitocra spinipes 
(甲殻類、ｿｺﾐｼﾞ

ﾝｺ目の一種) 

成体 3-6
週齢 

止水 21 塩分濃度: 
7‰ 

7.8 96 時間LC50 58 
(n) 

Linden et 
al., 1979 

ND: データなし、(m): 測定濃度、(n): 設定濃度、閉鎖系: 試験容器や水槽にフタ等をしているが、ヘッドスペ

ースはある状態 
1) ドイツ規格協会 (Deutsches Institut fur Normung) テストガイドライン、2) ドイツ環境庁 (Umweltbundesamt) 
テストガイドライン、3) 暴露開始時の測定濃度をもとに算出した値 

太字はリスク評価に用いたデータを示す。 

 

 

7.1.4 魚類に対する毒性 

1-オクタノールの魚類に対する毒性試験結果を表 7-4 に示す。 

淡水魚の急性毒性として、測定濃度で毒性値を算出したファットヘッドミノーに対する 96 時間

LC50が 12.2 mg/L、メダカに対する 48 時間LC50が 21.0 mg/L、メダカ科の一種 (Nothobranchius 

guentheri) に対する 24 時間LC50が 12 mg/Lであった (Broderius and Kahl, 1985; Carlson et al., 1998; 

Shedd et al., 1999)。また、4 日齢のファットヘッドミノーの成長を指標とした 7 日間NOECは 0.75 

mg/Lであった (Pickering et al., 1996)。海水魚について、コイ科の一種 (Abramis alburnus) に対す

る 96 時間LC50は 16 mg/Lであった (Bengtsson et al., 1984)。 

調査した範囲内では、長期毒性に関する試験報告は得られていない。 
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表 7-4 1-オクタノールの魚類に対する毒性試験結果 
生物種 大きさ/ 

成長段階

試験法/ 
方式 

温度

(℃)
硬度 

(mg CaCO3/L)
pH エンドポイント 濃度

(mg/L) 
文献 

急性毒性 淡水 
15.2 mm
0.048 g 
32 日齢 

U.S. 
EPA 
流水 

26.5 45.0-46.6 7.7 96 時間LC50 13.0 
(m) 

Geiger et 
al., 1990 

0.12 g 
28-34 日

齢 

流水 25 44.6 7.6 96 時間LC50 12.2 
(m) 

Broderius 
& Kahl, 
1985 

Pimephales 
promelas 
(ﾌｧｯﾄﾍｯﾄﾞﾐﾉｰ) 

4 日齢 半止水 25 86-94 7.5 7 日間 NOEC 
成長 

0.75 
(n) 

Pickering 
et al., 1996

Oryzias latipes 
(ﾒﾀﾞｶ) 

24 日齢 止水 24 40-46 7.8 48 時間LC50 21.0 
(m) 

Carlson et 
al., 1998 

Leuciscus idus 
(ｺﾞｰﾙﾃﾞﾝｵﾙﾌｪ、
ｺｲ科) 

ND 止水 ND ND ND 48 時間LC50 16-20 
(n) 

Juhnke & 
Luedemann, 
1978 

Nothobranchius 
guentheri 
(ﾒﾀﾞｶ科の一種) 

ふ化後 
24 時間 

止水 25 40-44 7.75
- 

7.82

24 時間LC50 12 
(m) 

Shedd et 
al., 1999 

海水 
Abramis 
alburnus 
(ｺｲ科の一種) 

8-10cm 止水 10 塩分濃度: 
7‰ 

7.9 96 時間LC50 16 
(n) 

Bengtsson 
et al.,  
1984 

ND: データなし、(n): 設定濃度、(m): 測定濃度 

太字はリスク評価に用いたデータを示す。 

 

 

7.1.5 その他の水生生物に対する毒性 

調査した範囲内では、1-オクタノールのその他の水生生物 (両生類等) に関する試験報告は得ら

れていない。 

 

7.2 陸生生物に対する影響 

7.2.1 微生物に対する毒性 

調査した範囲内では、1-オクタノールの微生物 (土壌中の細菌や菌類) に関する試験報告は得ら

れていない。 

 

7.2.2 植物に対する毒性 

1-オクタノールの植物に対する毒性試験結果を表 7-5 に示す。 

レタスの水耕試験で生長阻害を指標とした 72 時間EC50は 39.1 mg/Lであった (Reynolds, 1977)。 
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表 7-5 1-オクタノールの植物に対する毒性試験結果 
生物種 試験条件 エンドポイント 濃度 (mg/L) 文献 

Lactuca sativa 
(双子葉植物、ﾚﾀｽ) 

水耕試験 72 時間EC50

生長阻害 
39.1 Reynolds, 1977 

 

 

7.2.3 動物に対する毒性 

調査した範囲内では、1-オクタノールの動物に関する試験報告は得られていない。 

 

7.3 環境中の生物への影響 (まとめ) 

1-オクタノールの環境中の生物に対する毒性影響については、致死、遊泳阻害、生長阻害、繁

殖などを指標に検討が行われている。 

微生物について、細菌では活性汚泥の呼吸阻害を指標とする 3 時間EC50の 350 mg/L 、原生動物

では繊毛虫類 (Tetrahymena pyriformis) 増殖阻害を指標とした 46 時間EC50の 9.3 mg/Lであった。 

藻類について、淡水緑藻のセネデスムスを用いた生長阻害試験について報告されており、バイ

オマス及び生長速度によって算出した 48 時間EC50はそれぞれ 6.5 mg/L、14 mg/Lであり、生長速

度によって算出した値はGHS急性毒性有害性区分IIIに相当し、有害性を示す。 

無脊椎動物について、甲殻類のネコゼミジンコ属の一種 (Ceriodaphnia dubia) に対する 48 時間

EC50 (遊泳阻害) は 4.2 mg/Lであり、この値はGHS急性毒性有害性区分IIに相当し、強い有害性を

示す。長期毒性については、オオミジンコの繁殖を指標とした 21 日間NOECが 1.0 mg/Lであった。 

魚類に対する急性毒性については、測定濃度で毒性値を算出したファットヘッドミノーに対す

る 96 時間LC50は 12.2 mg/L、メダカに対する 48 時間LC50は 21.0 mg/Lであり、これらの値はGHS

急性毒性有害性区分IIIに相当し、有害性を示す。また、4 日齢のファットヘッドミノーの成長を

指標とした 7 日間NOECは 0.75 mg/Lであった。長期毒性については、試験報告は得られていない。 

陸生生物について、レタスの水耕試験で生長阻害を指標とした 72 時間EC50は 39.1 mg/Lであっ

た。 

 

以上から、1-オクタノールの水生生物に対する急性毒性は、甲殻類に対して GHS 急性毒性有害

性区分 II に相当し、強い有害性を示す。長期毒性についての NOEC 等は、甲殻類では 1.0 mg/L で

ある。 

得られた毒性データのうち水生生物に対する最小値は、魚類であるファットヘッドミノー

の成長を指標とした 7 日間 NOEC の 0.75 mg/L である。 
 

 

8．ヒト健康への影響 

8.1 生体内運命 

a. 吸収・分布 
14C-1-オクタノール (純度 98%以上) をHR/Dヘアレスマウスの皮膚に 24 時間閉塞適用した試験
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で、適用量の 50%が吸収され、主に呼気中へ二酸化炭素として排出された (Iwata et al., 1987)。 

摘出したヒトの腹部皮膚 (皮下脂肪組織除いた表皮及び真皮) を用いた 1-オクタノールの皮膚

受動拡散試験 (供給側：1-オクタノール生理食塩水溶液、受容側：生理食塩水溶液) で、1-オクタ

ノールはエタノール、プロパノール、ペンタノールよりも迅速に受容側に拡散した (Blank, 1964)。 

ヒトの皮膚 (表皮) のin vitro吸収速度は毎時 0.008 mg/cm2で浸透は遅い (Scheuplein and Blank, 

1971)。 

 

b. 代謝・排泄 

1-オクタノールの動物における代謝経路を図 8-1 に示す。 

第 1 級アルコールである 1-オクタノールは、大部分が体内でオクタン酸に酸化される。オクタ

ン酸はさらに酸化を受け二酸化炭素になり、呼気から排泄されるか、または、グルクロン酸抱合

を受け、エステルタイプのグルクロニドとして尿中へ排泄される。一部は直接グルクロン酸抱合

を受け、オクチルグルクロニドとして尿中へ排泄される。ウサギに 1-オクタノールを経口で 8 

mmol/kg 投与した場合、その 9.5%がオクチルグルクロニドとして尿中に排泄された (Williams, 

1959)。 

 

 

C8H17OC6H9O6

C
8
H

17
OH

C
7
H

15
CHO C

7
H

15
COOH

C
7
H

15
COOC

6
H

9
O

6

CO
2
 + H

2
O

オクタナール

オクチルグルクロニド

1-オクタノール

オクタン酸

オクタン酸グルクロニド
グルクロン酸抱合

酸化

(尿中)

(呼気中)

酸化 酸化

グルクロン酸抱合

(尿中)  
図 8-1 1-オクタノールの代謝経路図 (Williams, 1959 より作成) 

 

 

8.2 疫学調査及び事例 

1-オクタノールの疫学調査及び事例を表 8-1 に示す。 

a. 急性影響 

 ボランティア (2 試験所：27 人及び 28 人) に対して 1-オクタノール (純度 99%以上) の 0.2 mL

を上腕部へ 4 時間閉塞適用した実験で、終了 24、48、72 時間後の観察では、各々4/27 人、5/28 人

にわずかに皮膚刺激の陽性反応がみられた。この結果は、EC (EU) の刺激性分類基準に基づけば、

1-オクタノールは刺激性物質に該当しないと著者らは判断している (Griffiths et al., 1997)。 

 4 人のボランティアの上腕部に 1-オクタノールの 50%溶液 (基剤：ワセリン) を 24 時間閉塞適

用した実験で、被覆除去後、一部のヒト (人数等詳細不明) に紅斑と浮腫がみられたが速やかに回

復した (Kastner, 1977)。 

 20 人の成人ボランティアの上部背中に 1-オクタノールの 0.5 M、1 M 及び 2 M 溶液 (基剤：ワ

セリン) をフィンチェンバーを用いて 24 時間閉塞適用し、適用終了 1 時間後適用部位の紅斑を観
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察した実験で、紅斑のスコア (20 人の平均) は、0.5 M で 0.1、1 M で 0.5、2M で 0.7 と濃度依存

性がみられた。著者らは、1-オクタノールはヒトの皮膚に「わずか」～「中等度」の刺激を示す

としている (Sato et al., 1996)。  

 25 人のボランティアに 1-オクタノールの 2%溶液 (基剤：白色ワセリン) を 48 時間閉塞適用し

たパッチテストでは、刺激性はみられなかった (Opdyke, 1973b)。 

化学工場の作業者の眼に液体 1-オクタノールが入った労働災害事故で、角膜上皮に一過性の傷

害をもたらしたが、48 時間後には回復した (McLaughlin, 1946)。 

1-オクタノールを 50 mL/m3 (約 7,600 ppm) 濃度で 1～3 秒間吸入暴露した実験で、各々5 人の男

女の眼及び鼻粘膜に痛みの症状がみられた (Cometto-Muniz and Cain, 1995)。 

 

b. 慢性影響 

 調査した範囲内では、1-オクタノールの慢性影響に関する疫学研究報告は得られていない。 

 

表 8-1 1-オクタノールの疫学調査及び事例 
対象集団性別・人数 暴露状況/暴露量 結 果 文 献 

ボランティア 
2 試験所 
27 人及び 28 人 

1-オクタノール 0.2 mLを 4時間

上腕部閉塞適用 24、48、72 時

間後観察 

4/27 人、5/28 人にわずか

な皮膚刺激陽性の反応、

EC の基準によれば、皮

膚刺激性物質に該当し

ない 

Griffiths et al., 1997 

ボランティア 
4 人 

1-オクタノールの 50%溶液 (基
剤：ワセリン) を上腕部に 24
時間閉塞適用 

一部のヒトに紅斑と浮

腫がみられたが、速やか

に回復 

Kastner, 1977 

ボランティア 
成人 20 人 

1-オクタノールの 0.5 M、1M 及

び 2 M 溶液 (基剤：ワセリン) 
を上部背中に 24時間閉塞適用、

適用終了 1 時間後、適用部の観

察 

紅斑のスコア(20 人の平

均)  
0.5 M：0.1 
1 M ：0.5 
2 M ：0.7 
紅斑スコアの基準 

0: 無反応 
0.4: わずかな紅斑 1.0: 
中等度の紅斑 2.0: 顕
著な紅斑 

Sato et al., 1996 

ボランティア 
25 人 

1-オクタノールの 2%溶液 (基
剤：白色ワセリン) を上腕部に

48 時間閉塞適用 

皮膚刺激性はみられな

かった 
Opdyke, 1973b 

化学工場作業者 
 

眼に液体 1-オクタノールが入

った労働災害事故  
角膜上皮に一過性の傷

害、48 時間後には回復 
McLaughlin, 1946 

(ボランティア) 
男女各 5 人 

1-オクタノールの 50 mL/m3 (約
7,600 ppm) 濃度を 1-3 秒間吸入

暴露 

眼及び鼻粘膜に痛み Cometto-Muniz & 
Cain, 1995  

 

 

8.3 実験動物に対する毒性 

8.3.1 急性毒性 

1-オクタノールの実験動物に対する急性毒性試験結果を表 8-2 に示す (Henkel, 1981; Opdyke, 

1973a; Voskoboinikova, 1966)。 
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経口経路でのLD50は、マウスで 1,790 mg/kg (Voskoboinikova, 1966)、ラットで 5,000 mg/kg超であ

り、ラットでみられた毒性の一般症状は、中等度から強度の立毛と軽度の鎮静であった。この症

状は、24 時間後には完全に回復した。投与された動物のその後の成長は、対照と有意差がなかっ

た。剖検では、毒性所見や内臓及び体腔に炎症はみられなかった (Henkel, 1981; Opdyke, 1973a)。

ウサギを用いての経皮投与では、LD50は 5,000 mg/kg超であった (Opdyke, 1973a)。 

SDラット (雌雄各 5 匹) に 1-オクタノールの 6,390 mg/m3 (1,203 ppm) を 1 時間吸入暴露した試

験では、死亡例はなく、肺の病変もみられなかった。5,600 mg/m3 (1,053 ppm) に 4 時間暴露した

試験では、雄 5 匹中 3 匹が 2 日以内に死亡し、病理組織学的検査では肺胞水腫を伴う気管支上皮

壊死、うっ血、肺胞マクロファージの蓄積等の肺の病変がみられた (Amoco, 1988)。 

 

表 8-2 1-オクタノールの急性毒性試験結果 
 マウス ラット ウサギ 

経口 LD50 (mg/kg) 1,790  >5,000 ND 
吸入 LC50 (mg/m3) ND ND ND 
経皮 LD50 (mg/kg) ND ND >5,000 

ND: データなし   

 

 

8.3.2 刺激性及び腐食性 

1-オクタノールの実験動物に対する刺激性及び腐食性試験結果を表 8-3 に示す。 

ウサギに 1-オクタノール原液の 500 mg を 24 時間皮膚に閉塞適用した試験 (Draize test) で、無

傷及び有傷の皮膚とも軽度の刺激がみられた (Opdyke, 1973b)。 

ウサギの皮膚に 1-オクタノール原液 (純度 98%以上) または 50%溶液 (基剤：スクワレン) を

24 時間閉塞適用し、被覆除去後、1、24、48 時間観察した試験で、P.I.I. (一次刺激性指数）はそれ

ぞれ、原液で 4.3/8 (中等度刺激性)、50%溶液で 2.8/8 (中等度刺激性) であった (Iwata et al., 1987)。 

ウサギの剃毛した背部皮膚に 1-オクタノールの 50%溶液 (基剤：ワセリン) を 24 時間閉塞適用

し、被覆除去後、24、48 時間観察した試験で、僅かな刺激性がみられた。しかし、紅斑及び浮腫

は速やかに回復した (Kastner, 1977)。 

モルモットの剃毛した背部皮膚に 1-オクタノールの 50%溶液 (基剤：ワセリン) を 24 時間閉塞

適用し、被覆除去後、24、48 時間観察した試験で、非常に軽微な刺激性がみられた。しかし、紅

斑及び浮腫は速やかに回復した (Kastner, 1977)。 

 ヌードマウスの片側の背部に 1-オクタノール原液 (94%以上) を 2 回/日、1 週間開放適用 (無閉

塞) した試験で、刺激性はみられなかった (Henkel, 1970)。 

ヌードマウスの背中皮膚に 1-オクタノールの 50%溶液 (基剤：ワセリン) を 24 時間閉塞適用し、

被覆除去後、24、48 時間観察した試験で、紅斑及び浮腫はみられず刺激性はなかった (Kastner, 

1977)。 

ヌードマウスの皮膚に 1-オクタノール原液 (98%以上)、50%溶液 (基剤：スクワレン)、20%溶

液 (基剤：スクワレン)、50%ヒマシ油溶液、50%クエン酸トリエチル溶液を 24 時間閉塞適用し、

被覆除去後、1、24、48 時間観察した試験で、P.I.I. (一次刺激性指数）はそれぞれ、原液で 5.7/8 (中

等度刺激性)、50%スクワレン溶液で 3.2/8 (中等度刺激性)、20%スクワレン溶液で 2.1/8 (中等度刺
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激性)、50%ヒマシ油溶液で 1.7/8 (軽度刺激性)、50%クエン酸トリエチル溶液で 2.0/8 (軽度刺激性) 

であった (Iwata et al., 1987)。 

ウサギの眼に 1-オクタノール原液 (99%) を適用し、適用後、24、48、72 時間観察した試験で、

結膜発赤の平均スコアは 2.54/3、結膜浮腫の平均スコアは 1.83/4、角膜混濁の平均スコアは 2.11/4、

虹彩炎の平均スコアは 0.67/2 であり、1-オクタノールはウサギの眼に中等度の刺激性を示した 

(Jacobs, 1992; Jacobs and Martens, 1989)。 

ウサギの眼に 1-オクタノールの 50%オリーブ油溶液を適用した眼刺激性試験 (Draize test) で、

1-オクタノールはわずかな刺激性を示した (Henkel, 1970)。 

 

以上、1-オクタノールの皮膚刺激性は、濃度依存性があり、「非常に軽微」～「中等度」の刺激

性を示した。眼には中等度の刺激性を示す。 

 

表 8-3 1-オクタノールの刺激性及び腐食性試験結果 

動物種等 
試験法 
投与方法 

投与期間 投与量 結 果 文献 

ウサギ 皮膚一次刺激性 
（Draize test） 
閉塞適用 

24 時間 500 mg 無傷及び有傷とも軽度

の皮膚刺激性 
Opdyke, 1973b 

ウサギ 皮膚一次刺激性 
閉塞適用 

24 時間 原液または 
50%溶液 (基
剤：スクワレ

ン)  

1、24、48 時間後観察 
P.I.I. 
原液: 4.3/8 (中等度)  

 50%溶液：2.8/8 (中等

度) 

Iwata et al.， 1987

ウサギ 皮膚一次刺激性 
閉塞適用 

24 時間 剃毛皮膚に

50%溶液 (基
剤：ワセリン) 

24、48 時間後観察 
僅かな刺激性 
紅斑及び浮腫は速やか

に回復 

Kastner, 1977 

モルモット 皮膚一次刺激性 
閉塞適用 

24 時間 剃毛皮膚に

50% 溶液 ( 基
剤：ワセリン) 

24、48 時間後観察 
「非常に軽微」の刺激

性、紅斑及び浮腫は速

やかに回復 

Kastner, 1977 

ヌードマウス 皮膚一次刺激性 
開放適用 

1 週間 
2 回/日 

原 液 (94% 以

上)  
刺激性なし Henkel, 1970 

ヌードマウス 皮膚一次刺激性 
閉塞適用 

24 時間 50%溶液 (基
剤：ワセリン) 

24、48 時間後観察 
紅斑、浮腫みられず刺

激性なし 

Kastner, 1977 

ヌードマウス 皮膚一次刺激性 
閉塞適用 

24 時間 原液  (98%以

上)、50%溶液 
(基剤：スクワ

レン)、20%溶

液(基剤：スク

ワレン)、50%
ヒマシ油溶

液、50%クエ

ン酸トリエ

チル溶液 

1、24、48 時間後観察 
P.I.I. 
 原液: 5.7/8 (中等度) 
 50%スクワレン溶液：

3.2/8 (中等度) 
 20%スクワレン溶液：

2.1/8 (中等度)  
 50%ヒマシ油溶液：

1.7/8 (軽度) 
 50%クエン酸トリエチ

ル溶液：2.0/8 (軽度)  

Iwata et al., 1987  

ウサギ 眼刺激性試験  原液(99%) 適用後、24、48、72 
後の平均スコア 
結膜発赤：2.54/3 
結膜浮腫：1.83/4 

Jacobs, 1992;  
Jacobs & Martens, 
1989 
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動物種等 
試験法 
投与方法 

投与期間 投与量 結 果 文献 

角膜混濁：2.11/4 
虹彩炎 ：0.67/2 

 
眼に中等度の刺激 

ウサギ 
 

眼刺激性試験 
（Draize test） 

 50%オリーブ

油溶液 
わずかな刺激性 Henkel, 1970 

 

 

8.3.3 感作性 

調査した範囲内では、1-オクタノールの感作性に関する試験報告は得られていない。 

 

8.3.4 反復投与毒性 

1-オクタノールの実験動物に対する反復投与毒性試験結果を表 8-4 に示す。 

a. 経口投与 

White マウス (雌雄不明10匹/群) に1-オクタノールの179 mg/kg (溶媒：ヒマワリ油) を1か月間

強制経口投与した試験で、累積的影響 (指標不明) はみられなかった (Voskoboinikova, 1966)。 

 

b. 吸入暴露 

調査した範囲内では、1-オクタノールの反復吸入暴露に関する試験報告は得られていない。 

 

以上、1-オクタノールの反復投与毒性で評価できる試験結果は得られなかった。 

 

表 8-4 1-オクタノールの反復投与毒性試験結果 
動物種等 投与方法 投与期間 投与量 結    果 文献 
マウス 
White 
雌 雄 不

明 
10 匹/群 

強制経口

投与 
1 か月間 179 mg/kg 

(溶媒：ヒマワリ油)
累積的影響 (指標不明) なし 
 

Voskoboinikova, 
1966 

 

 

8.3.5 生殖・発生毒性 

1-オクタノールの実験動物に対する生殖・発生毒性試験結果を表8-5に示す。 

a. 生殖・発生毒性 

雌 Wistar ラット (8～10 匹/群) に 1-オクタノール (99.9%) の 0、130、650、975、1,300 mg/kg/

日を妊娠 6～15 日に強制経口投与し、妊娠 20 日目に帝王切開した試験で、母動物は 130 mg/kg/

日以上で用量依存的に流涎、立毛、鼻漏等の一般状態の変化がみられた。650 mg/kg/日以上では、

死亡がみられた (650 mg/kg/日：2/10、975 mg/kg/日：2/10、1,300 mg/kg/日：2/10)。また、わずか

な摂餌量の減少及び体重増加抑制がみられたが、統計学的には、対照と有意差はなかった。母動

物の生殖に関する指標に影響はみられなかった。また、胎児にも催奇形性を含む影響はみられな

かった (Hellwig and Jackh, 1997)。 
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雌SDラット (15 匹/群) に 1-オクタノールの 0、400 mg/m3を 7 時間/日で妊娠 1～19 日に吸入暴

露し、妊娠 20 日目に帝王切開した試験で、母動物の摂餌量、摂水量、体重変化等の一般状態及び

生殖に関して対照群と有意差はみられなかった。また胎児にも平均体重、吸収胚数の増加や催奇

形性を含む影響はみられなかった (Nelson et al., 1990a,b)。 

 

以上、1-オクタノールの生殖・発生毒性試験において、経口投与ではWistarラットへの妊娠 6～

15 日に 0～1,300 mg/kg/日投与した試験で、母動物に一般状態の変化がみられたが、母動物及び胎

児には生殖・発生に関する影響はみられず、また、吸入暴露ではSDラットへの妊娠 1～19 日に 0

～400 mg/m3を 7 時間/日暴露した試験で、母体及び胎児への影響はみられなかった。 

 

表 8-5 1-オクタノールの生殖・発生毒性試験結果 
動物種等 投与方法 投与期間 投与量 結    果 文献 

ラット 
Wistar 
雌 
8-10 匹/群 

強制経口

投与 
妊娠 6-15 日 
 
妊娠 20 日目に

帝王切開  

0、130、650、975、
1,300 mg/kg/日 

母動物 
 130 mg/kg/日以上 
  流涎、立毛、鼻漏等の一般状態変化 (用

量依存的) 
650 mg/kg/日以上 
 死亡 (650 mg：2/10、975 mg：2/10、

1,300 mg：2/10) 
 わずかな摂餌量の減少及び体重増加

抑制 (統計上対照と有意差なし) 
 生殖への影響なし 
 
胎児  
 催奇形性なし 

Hellwig & 
Jackh, 1997 

ラット 
SD 
雌 
15 匹/群 

吸入暴露 妊娠 1-19 日目 
7 時間/日 
 
妊娠 20 日目に

帝王切開 

0、400 mg/m3 母動物: 一般状態及び生殖への影響な 

し 
胎児: 催奇形性なし 

Nelson et al., 
1990a,b 

 

 

8.3.6 遺伝毒性 

 1-オクタノールの遺伝毒性試験結果を表 8-6 に示す。 

 

in vitro 

a. 突然変異 

 ネズミチフス菌 (TA98、TA100、TA1535、TA1537、TA1538) を用いた復帰突然変異試験では、

S9 の添加の有無にかかわらず、陰性であった (Henkel, 1982)。 

 

b. 染色体異常 

 チャイニーズハムスター肺線維芽細胞 (V79 細胞) を用いた染色体異常試験で、1-オクタノール

は S9 無添加で陽性を示した (Onfelt, 1987)。 

 V79 細胞を用いた染色体異常試験で、1-オクタノール (最大濃度：1.0×10-3 M) はS9 無添加で、

結果は陰性または陽性の判断基準のボーダーラインにあり、染色体異常の有無を判断できなかっ
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た (Stahl et al., 1981; Tucker et al., 1993)。 

 

in vivo 

a. 染色体異常 

 雄ラットに 1-オクタノールのLD50値の 1/5 (数値不明) を腹腔内投与し、大腿骨骨髄細胞中の染

色体異常を調べた試験で、倍数性細胞数と構造異常細胞数の出現が対照に比べ有意に高く、染色

体異常がみられた (Bariliak and Kozachuk, 1988)。この試験は、投与量不明で、かつ 1 用量のみの

結果であり、用量依存性に関するデータはない。 

 

以上、1-オクタノールの遺伝毒性は、in vitro では、ネズミチフス菌を用いた復帰突然変異試験

で S9 の添加の有無にかかわらず陰性 (Henkel, 1982)、V79 細胞を用いた染色体異常試験では S9

無添加で陽性 (Onfelt, 1987) の結果が得られているが、S9 無添加で陰性または陽性の判断はつか

ない結果も報告されている (Stahl et al., 1981; Tucker et al., 1993)。in vivo では、評価できる結果は

得られていない。 

 これらの結果から、1-オクタノールは、in vitro で陽性の結果があるが、データが限られており、

遺伝毒性の有無については判断できない。 

 

表 8-6 1-オクタノールの遺伝毒性試験結果 

 試験系 試験材料 処理条件 用量 
結果 

－S9 +S9 
文献 

復帰突然変異

試験 
ネズミチフス菌

TA98、TA100、
TA1535 、

TA1537、TA1538

ND ND  
－     － 

Henkel, 
1982 

V79 細胞 
 

処理時間 
10.5 時間 

50-500 
μg/mL 

 
+  ND 

Onfelt, 1987

in 
vitro 

染色体異常試

験 

V79 細胞 
 

処理時間 
18 時間 

最大濃度 
1.0×10－3 M 

 
+/－  ND 

Stahl et al., 
1981; 
Tucker et 
al., 1993 

in 
vivo 

染色体異常試

験 
ラット 
骨髄細胞 

腹腔内 LD50の 1/5 + Bariliak & 
Kozachuk, 
1988 

+: 陽性、－: 陰性、+/－: 陽性または陰性の判断がつかない、ND: データなし 
    V79 細胞: チャイニーズハムスター肺線維芽細胞 (V79 細胞) 

 

 

8.3.7 発がん性 

1-オクタノールの実験動物に対する発がん性試験結果を表 8-7 に示す。 

雌雄 A/He マウス (15 匹/群) に 1-オクタノール (トリカプリリン溶液) の最大耐容用量 (MTD) 

及びその 1/5 量である 0、100、500 mg/kg を週 3 日、8 週間腹腔内投与し、投与開始 24 週間後、

剖検した肺の腫瘍発生のスクリーニング試験で、1-オクタノールは、肺腫瘍を発生させなかった 

(Stoner et al., 1973)。 

雌 Swiss マウス (40 匹) にあらかじめ 7,12-ジメチルベンズ(a)アントラセン (0.005%アセトン溶
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液) を単回皮膚塗布した後、1-オクタノールの 20 g/100 mL シクロヘキサン溶液を 20μL (4 mg/回)、

週 3 回、60 週間皮膚塗布したイニシエーター・プロモーター試験で、24 週目の 1 匹に腫瘍が発生

し、扁平上皮がんに変化した。著者はこの結果から、おそらく、1-オクタノールは弱いプロモー

ター作用があるとした (Sice, 1966)。しかしながら、これは統計解析に基づく結論ではない。 

 

以上、1-オクタノールの発がん性試験は、スクリーニング試験のみで発がん性の有無を判断で

きない。また、イニシエーター・プロモーター試験でも確定的なプロモーター効果は確認できな

かった。 

 

国際機関等では 1-オクタノールの発がん性を評価していない (ACGIH, 2006; IARC, 2006; U.S. 

EPA, 2006; U.S. NTP, 2005; 日本産業衛生学会, 2006) 

 

表 8-7 1-オクタノールの発がん性試験結果 
動物種等 投与方法 投与期間 投与量 結    果 文献 
マウス 
A/He 
雌雄 
15 匹/群  

腹 腔 内 投

与 
8 週間 
3 回/週 

0、100、500 mg/kg
(トリカプリリン

溶液) 

投与開始 24 週間後剖検 
 肺腫瘍の発生なし 

Stoner et al., 
1973  

マウス 
Swiss 
雌 
40 匹 

皮膚塗布 60 週間 
3 回/週 

7,12-ジメチルベ

ンズ (a)アントラ

セン  (0.005% ア

セトン溶液)単回

塗布後 
 
1-オクタノール 
(20g/100 mL) シ
クロヘキサン溶

液 
20μL/回 

24 週目 
 1 匹に扁平上皮がん発生 

 

Sice, 1966 

 

 

8.4 ヒト健康への影響 (まとめ) 

1-オクタノールの経口経路及び吸入経路の吸収・分布に関する試験報告は得られなかった。経

皮経路では 1-オクタノールをヌードマウスの皮膚に 24 時間閉塞適用した試験で、適用量の約 50%

が吸収され、主に呼気中へ二酸化炭素として排泄された。吸収された 1-オクタノールは、生体内

でオクタン酸に酸化され、さらに二酸化炭素へ酸化され呼気中へ排泄される。また一部はグルク

ロン酸抱合を受け、グルクロニドとして尿中へ排泄される。 

1-オクタノールのヒトへの影響として、ボランティアによる皮膚刺激性試験で、1-オクタノール

が濃度により「わずか」から「中等度」の刺激性を示すとの報告や、1-オクタノールが眼に入っ

た事故例で角膜に一過性の傷害がみられ、48 時間後には回復した例が報告されている。高濃度 (50 

mL/m3：約 7,600 ppm) の 1-オクタノールでヒトの眼や鼻粘膜への刺激がみられている。 

実験動物に対する 1-オクタノールの経口投与によるLD50は、マウスで 1,790 mg/kg、ラットで

5,000 mg/kg超であった。吸入暴露のLC50は報告されていないが、ラットに 5,600 mg/m3で 4 時間暴

露した試験では、5 匹中 3 匹が 2 日以内に死亡した。ウサギを用いての経皮投与では、LD50は 5,000 
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mg/kg超であった。経口投与での急性毒性の症状として、立毛、沈静、吸入暴露での死亡例では肺

胞水腫を伴う気管支上皮壊死、うっ血等の肺の病変がみられている。 

実験動物に対する皮膚刺激性試験の結果は、1-オクタノールの刺激性は、濃度依存性があり、

「非常に軽微」～「中等度」の刺激性を示す。眼には中等度の刺激性を示す。 

 調査した範囲内では、1-オクタノールの皮膚感作性に関する試験報告は得られていない。 

1-オクタノールの反復投与毒性で評価できる試験結果は得られなかった。 

実験動物に対する生殖・発生毒性試験では、ラットへの経口投与試験で、1-オクタノールは母

動物の流涎、立毛、鼻漏等一般状態の変化はみられたが、生殖への影響及び胎児の催奇形性はみ

られていない。ラットへの吸入経路では、母体への生殖影響はみられず、また、胎児にも平均体

重、吸収胚数への影響はなく、催奇形性もみられなかった。 

1-オクタノールの遺伝毒性は in vitro では、ネズミチフス菌を用いた復帰突然変異試験では陰性

であるが、V79 細胞を用いた染色体異常試験で陽性であり、in vivo では、評価できる結果は得ら

れていない。in vitro で陽性の結果があるが、データは限られており、1-オクタノールの遺伝毒性

の有無については判断できない。 

発がん性試験は、マウスの腹腔内へ 8 週間投与し、肺の腫瘍発生の有無を調べた試験及びマウ

ス皮膚にイニシエーター塗布後、60 週間 1-オクタノールを塗布したイニシエーター・プロモータ

ー試験が存在するが、発がん性試験はスクリーニング試験であり、イニシエーター・プロモータ

ー試験は統計的に十分解析されておらず、1-オクタノールの発がん性の有無は判断できない。な

お、国際機関等では 1-オクタノールの発がん性を評価していない。 

 

 

9．リスク評価 

9.1 環境中の生物に対するリスク評価 

環境中の生物に対するリスク評価は、水生生物を対象とし、その影響を 3 つの栄養段階 (藻類・

甲殻類・魚類) で代表させる。リスク評価は、無影響濃度等 (NOEC、LC、EC) を推定環境濃度 

(EEC) で除した値である暴露マージン (MOE) と、無影響濃度等として採用した試験データに関

する不確実係数積を比較することにより行う。 

 

9.1.1 リスク評価に用いる推定環境濃度 

本評価書では、1-オクタノールの EEC として、河川水中濃度の測定結果と推定結果を比較し、

より大きい値である測定結果の 0.17μg/L を採用した (6.2 参照)。 

 

9.1.2 リスク評価に用いる無影響濃度 

リスク評価に用いる 1-オクタノールの水生生物に対する無影響濃度等を表 9-1 に示す。3 つの栄

養段階 (藻類・甲殻類・魚類) のうち、藻類については急性毒性試験結果 (Kuhn and Pattard, 1990)、

甲殻類については長期毒性試験結果 (Kuhn et al., 1989)、魚類については急性毒性試験結果 

(Pickering et al., 1996) を用いる (7.参照)。 

これらの結果から、1-オクタノールの環境中の水生生物に対するリスク評価に用いる無影響濃

度等として、最小値である魚類の 4 日齢のファットヘッドミノーに対する成長を指標とした 7 日
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間 NOEC の 0.75 mg/L (Pickering et al., 1996) を採用した (表 7-4 参照)。 

 

表9-1  1-オクタノールの水生生物に対する無影響濃度等 
生物レベル 生物種 エンドポイント 濃度 (mg/L) 文献 

藻類 
Scenedesmus  
subspicatus 
(ｾﾈﾃﾞｽﾑｽ) 

48 時間EC10 4.2 
Kuhn & 
Pattard, 1990 

甲殻類 
Daphnia magna 
(ｵｵﾐｼﾞﾝｺ) 

21 日間 NOEC  
繁殖 

1.0 
Kuhn et al., 

1989 

魚類 
Pimephales 
promelas 
(ﾌｧｯﾄﾞﾍｯﾄﾞﾐﾉｰ) 

7 日間 NOEC  
成長 

0.75 
Pickering et 

al., 1996 

太字はリスク評価に用いたデータを示す 

 

 

9.1.3 暴露マージンと不確実係数積の算出 

1-オクタノールの環境中の水生生物に対する MOE を、魚類の成長を指標とした 7 日間 NOEC

の 0.75 mg/L と EEC 0.17μg/L を用いて、以下のように算出した。また、3 つの栄養段階からそ

れぞれ採用した毒性試験データに関する不確実係数積を求めた。 

 

   MOE＝NOEC / EEC 

＝750 (μg/L) / 0.17 (μg/L) 

＝4,400 

不確実係数: 室内試験の結果から野外での影響を推定するための不確実係数 (10) 

急性毒性試験結果から長期毒性試験結果を推定するための不確実係数 (100) 

不確実係数積: 1,000 

 

9.1.4 環境中の生物に対するリスク評価結果 

表 9-2 に示すように、MOE 4,400 は不確実係数積 1,000 より大きく、1-オクタノールは現時点で

は環境中の水生生物に悪影響を及ぼすことはないと判断する。 

 
表9-2 1-オクタノールの環境中の生物に対するリスク評価結果 

EEC 
(μg/L) 

NOEC 
(mg/L) 

MOE 不確実係数積

測定値  0.17 0.75 4,400 1,0001)

1) 室内試験 (10)×急性毒性試験 (100) 

 

 
9.2 ヒト健康に対するリスク評価 

1-オクタノールのヒトにおける定量的な健康影響データは得られていないため、ヒト健康に対

するリスク評価には動物試験データを用いることとする (8.参照)。リスク評価は、実験動物に対

する無毒性量等 (NOAEL、LOAEL) を推定摂取量で除した値である MOE と、評価に用いた毒性

試験データに関する不確実係数積を比較することにより行う。 

 

 26



9.2.1 リスク評価に用いるヒトの推定摂取量 

1-オクタノールは、主に大気、飲料水及び食物 (魚類) を通じてヒトに摂取されると推定され、

それぞれの経路からの 1 日推定摂取量を表 9-3 に示す (6.4 参照)。 

吸入、経口及び全経路のヒトの体重 1 kgあたりの 1 日推定摂取量 7.6×10-3、8.6×10-3、0.016μ

g/kg/日をヒト健康に対するリスク評価に用いる。 

 

表9-3 1-オクタノールの1日推定摂取量 

摂取経路 
摂取量推定に用いた

採用濃度の種類 

1 日推定摂取

量 
(μg/人/日) 

体重 1 kg あたりの 
1 日推定摂取量 

(μg/kg/日) 

吸入 大気 
モデル推定値 

(AIST-ADMER) 
0.38 7.6×10-3

飲料水 河川水中濃度 0.34 
経口 

食物  
海域中濃度×生物濃

縮係数 
0.089 

8.6×10-3

全経路  (合計) 0.81 0.016 

 

 

9.2.2 リスク評価に用いる無毒性量 

1-オクタノールの実験動物に対する反復投与毒性に関して、吸入経路及び経口経路では、ヒト

健康への影響のリスク評価に必要な無毒性量を判断するのに適切な動物試験の報告は得られなか

った。 

1-オクタノールの実験動物に対する反復投与毒性試験は 1 か月間のマウスへの強制経口投与試

験が報告されているが (Voskobinikova, 1966)、毒性指標が不明で毒性を判断できない。また、吸入

暴露による反復投与毒性試験結果は報告されていない。 

生殖・発生毒性は、ラットへの経口投与試験で、1-オクタノールは母動物へ一般状態の変化は

みられたが (Hellwig and Jackh, 1997)、生殖への影響及び胎児の催奇形性はみられなかった。 

1-オクタノールの遺伝毒性については、in vitro では、ネズミチフス菌を用いた復帰突然変異試

験では陰性であるが、V79 細胞を用いた染色体異常試験で陽性であり、in vivo では、評価できる

結果は得られていない。in vitro で陽性の結果があるが、データは限られており、遺伝毒性の有無

については判断できない。また、発がん性試験は、肺腫瘍発生の有無を調べたスクリーニング試

験及びイニシエーター・プロモーター試験が存在するが (Sice, 1966)、いずれも発がん性を評価す

るには不十分で、1-オクタノールの発がん性は判断できない。また、IARC 等の国際機関では 1-

オクタノールの発がん性を現時点で評価していない。 

 

なお、IPCS、EU、米国 EPA、カナダ環境省・保健省、オーストラリア保健・高齢者担当省、我

が国の環境省では 1-オクタノールのリスク評価を実施していない。 

 

9.2.3 暴露マージンと不確実係数積の算出 

1-オクタノールは、ヒトに対して主に吸入と経口の暴露経路からの摂取が推定されるが、吸入
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暴露では試験データが得られておらず、経口暴露では評価できる試験データが無いため、MOE 及

び不確実係数積は求めない。 

 

9.2.4 ヒト健康に対するリスク評価結果 

1-オクタノールは、リスク評価に用いるのに適した毒性試験報告が得られていないため、現時

点でヒト健康に対する影響について MOE は算出できない。 

 

9.3 まとめ 

1-オクタノールは現時点では環境中の水生生物に対して悪影響を及ぼすことはないと判断する。 

なお、ヒト健康に対するリスク評価を行うのに適切な毒性試験報告が得られなかったため、リ

スク評価を行うことができなかった。今後、反復投与毒性試験報告等の慢性影響に関する知見が

得られた時点で、再度リスク評価を行うことが望ましい。 
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